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 解 説  

 

１．海外の工業団地 

 海外にも、日本と同様に製造業向けの工業団地があります。海外では政府機関等

が開発した工業団地のほか、内国資本・外国資本の出資による民間企業が開発した

工業団地もあります。工業団地毎に、税金面で優遇が受けられる、小面積のレンタ

ル工場がある、物流面で利便性が高い、整備された住居地域に隣接する等の様々な

特色があります。工業団地に関する情報は、信金中金のほか公的支援機関やコンサ

ルティング会社に問い合わせることで収集可能です。 

 

２．工業団地における日本語でのサービス 

日本企業向けの連絡窓口を設けている工業団地もあり、このような窓口を通じ

ることで、日本語でスムーズに、工場用地の使用権等の購入、レンタル工場への

入居など各種関連手続きが行えます。現地での企業設立、製造開始準備、製造開

始後のサポート等、必要なサービスをワンストップで提供してくれる工業団地も

あります。 

 

３．信金中金による工業団地情報の提供 

信金中金では、各海外拠点および提携先への出向者が現地工業団地に関する情

報を収集、蓄積しています。海外進出を検討している企業に必要な各種情報を提

供することが可能ですので、お気軽にご相談ください。 

                               以 上 

Ｑ． 

 海外に現地法人を設立し、同法人での製造を考えています。現地ではどのよ

うな地域に製造工場を設立すると良いでしょうか？（製造業） 

 

Ａ． 

 海外現地にある製造業向けの工業団地での設立が推奨されます。現地法人設

立前・設立後のことを熟慮し、どのような工業団地に工場を設立するのが良い

か検討する必要があります。 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/27_VN_IndustrialPark.pdf

